
1.1　スーパーハイビジョン

1.1.1　スーパーハイビジョンの方式 
スーパーハイビジョン（SHV）の映像パラメーターについて検

討を進めている。

■スーパーハイビジョンの心理物理的効果
SHVが高い臨場感と実物感を提供するシステムであることを、

視角や画素密度に関する心理物理的研究から明らかにしてきた。
2011年度には、家庭での視聴環境を想定し、85インチSHVフ
ル解像度直視型液晶表示装置（1.1.3参照）を用い、好ましい視
距離ならびに臨場感および実物感と動画像の空間解像度との
関係を評価した（1）。2K（1920×1080）、4K（3840×2160）、
8K（7680×4320）の3種類の空間解像度の動画像を用いた実

験の結果、好ましい視距離は解像度や絵柄に依存せず、画面
高の2.5倍をピークに1.5 〜 4倍の範囲に分布すること、そして、
画面高の3倍未満の視距離では8Kの臨場感や実物感が2Kや
4Kよりも高いことが示された（図1）。

■フレーム周波数
高フレーム周波数映像システムの動画質改善効果を、100イ

ンチの画面に12種類の絵柄のハイビジョン解像度の動画像を
提示して評価した（2）。その結果、フレーム周波数を60Hzから
120Hzに倍増すると動画質は0.46ランク（5段階間隔尺度）、
120Hzから240Hzに倍増すると0.23ランクの改善が認められ、

次世代の放送メディアとして、スーパーハイビジョン
（SHV）と立体テレビの研究を進めた。

SHVの映像方式について、2次元映像として究極の
臨場感と実物感を提供するフルスペックSHVの検討を
進めた。動画像に対する画質改善効果の評価結果な
どから、そのフレーム周波数を120Hzと決定した。直
視型ディスプレイを用いて、好ましい視距離や解像度
と臨場感・実物感の関係を検証した。また、ITU-Rへ
提案している広色域表色系を実現する広色域カメラを
試作した。ARIBやITU-RでSHV映像方式の標準化を
進め、ITU-Rでは提案したフレーム周波数を含めた主
要パラメーターが合意され、新勧告草案に反映された。

SHVのカメラについては、3300万画素の撮像素子
を用いた単板撮像装置を試作したほか、120Hzのフ
レーム周波数で撮像可能な実験装置を試作し、小型化・
フルスペック化を進めた。また、フルスペックSHV用イ
メージセンサーを世界に先駆けて試作した。

符号化については、AVC/H.264方式のSHV圧縮
装置の画質改善や伝送ストリームの経路遅延差測定・
調整装置を開発し、さまざまな国際伝送実験に用い
た。標準化が進んでいる映像圧縮方式規格HEVCに
技術提案を行う一方、超解像技術を活用した新たな
符号化方式である画像復元型符号化の研究を進め、
技研公開で初めて展示を行った。

音響については、22.2マルチチャンネル音響制作用
に複数の音源を同時に音像移動できるミキシングシス
テムの開発や残響付加装置の改善、球形ワンポイント

マイクロホンの小型化を行った。また、家庭で22.2マ
ルチチャンネル音響を再生するために、スピーカーア
レーによるディスプレイ一体型のシステムを開発し、技
研公開で展示した。標準化に関しては、ITU-Rにマル
チチャンネル音響の要求条件を提案し、新勧告案とし
て承認されたほか、MPEGに3次元音響符号化の寄与
を行った。

立体テレビについては、メガネが不要で自然な立体
テレビの実現を目指してインテグラル立体方式の研究
を進めた。奥行き方向の解像度特性を改善する方式
や、これまで同一であった視域の縦横の大きさの配分
を変えることが可能な方式を開発した。また、インテ
グラル立体方式の通常の撮影手法では撮影が困難な
被写体に対して、複数のロボットカメラで多視点映像
を取得したうえでインテグラル立体に変換する方式を
開発した。

伝送技術については、大容量の伝送が可能となる
よう、広帯域化した次世代の衛星放送と、周波数利
用効率を高めた次世代の地上デジタル放送の方式検
討を進めた。また、SHVの家庭への配信に加えて、
通信や蓄積型放送サービスを実現するためにIPパケッ
トなどの可変長パケットをケーブルテレビで伝送する
方式を開発した。一方、素材伝送技術としては、映像
の圧縮による遅延や画質劣化が生じない利点を持つ
非圧縮SHV信号の高速光伝送システムの研究を進め
た。
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60Hzから120Hzに倍増する効果が大きいことが示された。ま
た、フレーム周波数を高くすることの効果は絵柄によって大きな
違いがあることが分かった。これは映像に含まれる被写体の角
速度の違いが要因であると推測される。

この結果ならびに動きぼやけ、ストロボ効果、フリッカーに
関するこれまでの研究に基づき、フルスペックSHVのフレーム
周波数を120Hzとする判断を行った。

■広色域カメラ
スペクトル軌跡上の単波長光源に相当する色度点をRGB3原

色とする広色域表色系を提案している。2011年度には、この理
想撮像特性を近似した分光感度を有するハイビジョン解像度の
カメラを試作し、考案した高彩度のカラーチャートを用いて広色
域カメラの色再現性を評価した（3）。その結果、高彩度の色につ
いても実用上問題ない色再現性が得られることを確認した。

■標準化

ARIBやITU-Rで引き続きSHV（標準化での用語はUHDTV）
の映像方式の標準化を進めた。上記のフレーム周波数120Hz
をITU-Rに提案し、これを含む主要パラメーターが合意され、
新勧告草案に反映された。

〔参考文献〕
（1）日下部, 正岡, 近藤, 西田, 菅原: “スーパーハイビジョン85インチ

LCDを用いた好ましい視距離と臨場感・実物感の主観評価,” 映情
学技報, Vol.36, No.9, ME2012-62, HI2012-24, AIT2012-24, 
pp.245-250 （2012）

（2）	江本, 菅原, 日下部, 大村: “高フレームレート撮像テレビジョンシス
テムの動画質改善効果,” 映情学誌, Vol.65, No.8, pp.1208-1214 

（2011）
（3）	 正岡, 西田, 菅原: “スーパーハイビジョン広色域カメラの分光感度

設計と色再現評価,” 映情学技報, Vol.35, No.45, ME2011-130, 
AIT2011-84, pp.83-86 （2011）

1.1.2　カメラ
スーパーハイビジョン（SHV）カメラに関する研究として、単

板式による小型撮像装置の研究とフルスペック化に向けたフ
レーム周波数120Hzでの撮像方式およびデバイスの研究を進め
た。

■単板式による小型撮像装置の研究
小型カメラの実用化を目指し、カラーフィルターを有した

3300万画素撮像素子を用いてSHV単板撮像装置を試作した
（図1）。信号出力形式は４板方式と互換性があるため、4板用カ
メラコントロールユニット（CCU）への接続が可能である。しか
しCCU内の色補正処理部の改変が必要なため、カメラヘッド内
で色補正処理を行う手法を考案した（1）。本手法を撮像装置に実
装して24色マクベスチャートを用いた評価を行った結果、補正
前のS/Nを維持しながら色差ΔEの平均を8ポイント改善するこ
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　図1　視距離および解像度と臨場感および実物感の関係

　図1　SHV単板撮像装置
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とができた。技研公開にて、本撮像装置による撮影実験を展示
した。

■ 3300万画素4板式による120Hz SHVカラー撮像
フルスペックSHVシステムの研究・開発に資する評価用動画

像制作のため、3300万画素撮像素子4板式による120Hz撮像
実験（2）を行った。本実験装置では、3色分光プリズムの緑色光
出射部にハーフミラーを加えたプリズムを用いた。緑色に2つ、赤・
青色に各1つの計4つの撮像素子を光出射部に配置した。素子
の画素読み出しは固定クロックであるため、読み出しライン数を
有効ラインの半分にすれば、フレーム周波数は60Hzの2倍の
120Hzとなる。緑色光用の2つの撮像素子はそれぞれ偶数ライ
ンのみ、奇数ラインのみを読み出し、全ライン分の画素値を得
る。青色・赤色用撮像素子は奇数ラインのみを読み出し、偶数
ラインは緑色と各色との差分信号から算出した信号により補間
する。

このようにして 得られた 動 画 像 の 解 像 度 特 性（MTF: 
Modulation Transfer Function）はナイキスト周波数において
20%、残像特性は検出限界値以下であった。これらの結果から、
本実験における撮影動画像は120Hz SHV映像としての特性を
有していることを確認した。                          

■フルスペックSHV用イメージセンサー
SHVの動画像画質改善に向けて、120HzフルスペックSHV

用イメージセンサーの開発を進めている。本センサーでは、約
3300万画素からの信号を従来の倍のフレーム周波数で出力し
なければならないため、高速動作が求められる。また、フレー
ム周波数が高くなると、駆動電力が増大するとともに感度の
低下を招くため、消費電力や雑音の低減も併せて要求される。
2011年度は、2010年度に試作した動作検証用デバイス（3）を基
に、有効撮像領域の対角長が約24.7mmのフルスペックSHV
用イメージセンサーを世界に先駆けて試作した（図2）。試作し

たセンサーでは、階調12ビットの2段サイクリック型A/D変換
回路および32並列出力回路を搭載することで、データレート
51.2Gbpsの高速動作と、駆動電力2.5Wの低消費電力を実現
した。また、画素の構造を工夫し、かつ、埋め込みフォトダイオー
ドを用いることで、ランダムノイズ約6電子と、当初の目標性能
の低雑音を実現した。この研究は、静岡大学と共同で実施した。

〔参考文献〕
（1） 船津, 添野, 大村, 山下, 菅原: “3300万画素カラー CMOS撮像素

子を用いたスーパーハイビジョン小型カメラヘッドの試作,” 映情学
技報, Vol.35, No.37, IST2011-55, pp.17-20 （2011）

（2） 添野, 大村, 船津, 山下, 菅原, 奥井: “3300万画素CMOS撮像素子
4板式によるスーパーハイビジョン120fps撮像実験,” 映情学冬季
大, 2-14 （2011）

（3） T. Watabe, K. Kitamura, T. Sawamoto, T. Kosugi, T. Akahori, 
T. Iida, K. Isobe, T. Watanabe, H. Shimamoto, H. Ohtake, S. 
Aoyama, S. Kawahito and N. Egami: “A 33Mpixel 120fps 
CMOS Image Sensor Using 12b Column-Parallel Pipelined 
Cyclic ADCs,” IEEE International Solid-State Circuits 
Conference （ISSCC）, 22.5, pp.388-389 （2012）

1.1.3　ディスプレイ
スーパーハイビジョン（SHV）の直視型ディスプレイの研究を

進めた。

■ 直視型プラズマディスプレイ
高画質な大画面SHVディスプレイの実現に向けて、自発光・

直視型であるプラズマディスプレイ（PDP）の研究を進めている。
2011年度は、これまで開発してきた超高精細PDPの高効率化、
大画面化を目指した研究開発の知見を基に、SHVフル解像度と
なる大画面パネルの設計を行い、パナソニック（株）との連携に
より、対角145インチ、画素ピッチ0.417mmのプロトタイプパ
ネルを試作した（図1）。このパネルでは、ハイビジョン方式の4
倍となる走査線数の増加に対応するためのパネル駆動技術とし
て、複数行同時走査方式（1）を適用し、この駆動方式が超多画
素パネル駆動の安定化に有効であることを実証した。また、パ
ネルの大画面・超多画素化に伴い増加する消費電力を削減する
ための要素技術として、低電圧電極材料の開発に取り組んだ（2）。
さらに、パネルの高輝度化を目指した新しい素子構造を提案し、
その特性検証を進めた（3）。

 図1　試作したプラズマディスプレイ

24.7mm

図2　フルスペックSHV用イメージセンサー
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■ 直視型液晶ディスプレイ
3300万画素（7680×4320）、フレーム周波数60HzのSHV

映像を表示する直視型液晶ディスプレイをシャープ（株）の協力
を得て開発した（図2）。対角85インチ、画素ピッチ0.25mm、
表示階調RGB各色10ビット、輝度レベル300cd/m2を実現した。
直視型ディスプレイの実現により、明るい室内でもSHVを楽し
むことが可能となり、家庭への導入イメージを示すことができた。

〔参考文献〕
（1） T. Usui, K. Ishii, Y. Hirano, Y. Murakami, T. Miyata and M. 

Seki: “Study of Address Driving Method with Simultaneous 
Scanning of Multiple Lines on Plasma Display Panel,” 
EuroDisplay2011, 9-3 （2011）

（2） 加藤, 本山, 関: “CaMgO電極保護膜の化学安定性の改善,” 映情
学誌, Vol.65, No.9, pp.1326-1328 （2011）

（3） 石井, 平野, 薄井, 村上, 志賀: “2放電路型超高精細PDPのアドレス
駆動特性,” 映情学冬季大, 2-4 （2011）

1.1.4　符号化
スーパーハイビジョン（SHV）の放送実現に向け、超高精細

映像を対象とした圧縮符号化の研究を進めた。

■ SHV圧縮符号化装置の改善と伝送実験
2009年度に開発したAVC/H.264方式のSHV映像圧縮符

号化装置のビットレート上限を280Mbpsに向上する改善を行っ
た。改善した装置を用い、日本電信電話（株）（NTT）と協力
して2011年2月に東京-ロンドン間折り返しのIP回線を用いた
ライブ伝送実験を実施し、2月22日〜 23日に開催されたNTT 
R&Dフォーラム2011で展示した。

高ビットレートで符号化したトランスポートストリーム（TS）を
複数の経路に分割して伝送する場合、分割信号間で遅延時間
差が発生する場合がある。そこで、遅延時間差を測定し位相を
揃えるTS時間差測定・調整装置を開発した（図1）。

2011年9月9日〜13日にアムステルダムで開催された国際放
送機器展IBC2011において、ロンドンからアムステルダムへの
IP回線ライブ中継を行った（図2）。さらに、2011年9月27日〜
30日にロンドン→NHK技研→日本国内3か所、および、ロンド
ン→ワシントンの同時多地点伝送実験を実施し、IP回線を用い
たSHV伝送を確かなものとした（1）。

さらに、本装置においてSHV映像の空間分割を担うフォーマッ
ト変換部を改善した。この改善により、分割境界オーバーラッ
プ処理に伴う画面周辺部の補間画質が向上した。

以上の研究は、（株）富士通研究所と共同で実施した。
並行して、高精細映像のJPEG2000符号化技術の機能拡

張として、無線中継のための変復調伝送技術とシングルチップ
FPGA化の検討を進めた。

■ 次世代映像符号化方式HEVC
SHVへの適用を目標に、高精細映像に適した次世代映像符

号化方式の研究を進めている。
現 在、ISO/IECとITUで 新 映 像 符 号 化 方 式としてHEVC 

（High Efficiency Video Coding）の規格化が進められている。
この方式案では、直交変換符号化として従来の映像符号化方
式で用いられているDCT（離散コサイン変換）に加え、DST（離
散サイン変換）を用いることが検討されている。DSTの処理時
間を短縮するため、2010年度に開発した手法（DSTタイプ2）を

 図2　85インチ直視型液晶ディスプレイ

　図1　TS時間差測定・調整装置

　図2　 IBC2011での伝送展示
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改善し、最大14%の高速化を達成した（2）。また、画面内符号化
用に、DSTタイプ7を用いた制御方法を開発し、高精細映像に
おいて情報量削減効果を示した。

また、規格化方式案の整数DCT変換基底の正規性および
直交性を改善するため、コスト関数を最小にして最適化を図り、
実験により符号化効率の向上を確認した。

さらに、2010年度に開発した周辺領域との連続性に着目し
た画面内予測技術を改善した。この技術はHEVCの規格案に
採用された。また、色差信号の品質改善のため、輝度信号と連
動しないブロック分割・制御方法を開発した。これらの研究は
三菱電機（株）と共同で実施した。

■ 画像復元型符号化
SHVのような膨大な情報量の映像を効率的に伝送することを

目指し、映像内容や伝送帯域に応じた前処理と超解像技術に
基づく後処理によって映像を再構成する画像復元型符号化の研
究を進めた。

2011年度は、これまで検討を進めてきた空間超解像の改善
のほか、信号の階調復元、および色空間変換処理を新たに導
入し、おのおのの効果を検証した。

空間超解像に関し、複数フレーム超解像とウェーブレット超
解像を統合したハイブリッド超解像方式を開発した。複数フレー

ム超解像の効果を引き出すため、送信側において付加すべき折
り返し歪

ひ ず

みの特性や被写体の動きに応じた時空間標本化法を開
発した（3）。併せて、2010年度に開発したウェーブレット超解像
方式を改善した。原画像と超解像画像の差分が最小となるよう
フィルターのパラメーター最適化を図った。

また、階調方向の復元型符号化を新たに開発した。雑音レ
ベル以下の階調は粗く、グラデーション領域の階調は細かく再
量子化する階調数削減技術を開発した。画像解析により導出し
た階調変換テーブルをサイド情報として伝送することで、高画質
な階調復元を可能とした。

カラー画像への適用として主成分分析に基づく色空間変換を
用いた手法に着手した。主成分分析を用いて変換した色空間の
うち、エネルギー成分の少ない第2・第3主成分について空間的
および時間的な間引きや階調数制御を行い情報量を削減した。

〔参考文献〕
（1） 境田, 井口, 木村, 小河原, 藤井: “IBC2011におけるスーパーハイビ

ジョン国際伝送実験と関連機器展示,” 放送技術, Vol.65, No.1, 
pp.151-156 （2011）

（2） 市ヶ谷, 杉藤, 境田, 鹿喰: “DCTとDSTを用いた適応直交変換符
号化,” FIT2011, I-061 （2011）

（3） 三須, 松尾, 境田, 鹿喰: “画像復元型符号化における折り返し歪の
適応付加,” FIT2011, I-028 （2011）

1.1.5　高臨場感音響システム
スーパーハイビジョン（SHV）用の音響システムとして22.2マ

ルチチャンネル音響（上層9チャンネル、中層10チャンネル、下
層3チャンネル、低域強調2チャンネルからなるマルチチャンネル
音響、以下22.2ch音響と略記）の研究開発と標準化を進めてい
る。

■ SHV音響システムの研究
22.2ch音響制作システムの簡易化と高度化に向けた研究開

発を行っている。2011年度は、複数の音源を同時に音像移動
できるミキシングシステムを開発した。タイムコードに従って音
像の移動軌跡を再現できるほか、音像の移動軌跡を任意に修
正することもできる。3次元残響付加システムについては、複数
の音源に残響を付加する機能、タイムコードに従って残響を変
化させる機能、タブレット端末での操作環境などを開発した。さ
らに、残響生成に用いるインパルス応答のチャンネル数を、従
来の8ch方向から22ch方向に拡張した。この研究の一部は、
カナダMcGill大学への研究委託で行った。ロンドン五輪での
22.2ch音響制作に使用することを想定し、水泳場やスポーツア
リーナなどで22ch方向のインパルス応答を測定した。さらに、
五輪用の機器として、技術局と共同で中継用ライブ22.2chミキ
シング卓や22.2chヘッドホンプロセッサーを開発した。

22.2ch音響をより簡易に収音するために、2011年度は、
2010年度までに開発した球形ワンポイントマイクロホンを小型
化した。また、小型化に伴う指向性の劣化を補償する信号処理
手法を検討した。

空間音響知覚の研究については、22.2ch音響方式のスピー
カー配置の有効性を確認する評価実験を行った。上層に円形に
配置した複数のスピーカーを用いて音に包み込まれる印象を調べ
た結果、上層においてもスピーカー間隔が60度以下であれば、

包み込まれ感が再現できることが分かった。また、スピーカー
数と良好な空間印象が再現できる聴取範囲の関係を調べた結
果、スピーカー数の増加とともに聴取範囲が広がることが確認
できた（1）。

■ 標準化
22.2ch音響方式の標準化を継続して推進した。SMPTE

では、SONYピクチャーズなどと共同提案したMXF（Material 
eXchange Format）でMCA（マルチチャンネル音響）を規定す
るためのメタデータのフレームワークの新規格 ST377-4が承認
された。今後、発行される予定である。ITU-Rでは5月会合に、
5.1ch音響方式を超えるマルチチャンネル音響の要求条件を提
案し、9月会合において新勧告草案「映像あり/なしに用いる先
進的マルチチャンネル音響の要求条件」が承認された。また、9
月会合においてはITU-R関係者に22.2ch音響のデモを行い、
SHV音響の標準化について理解を図った。AESでは、BWF 

（Broadcasting Wave File）を規定するAES31-2-2006を、IEC
の規格IEC62574に準拠したMCA音響に対応できるように拡張
する案を提案した。また、IECでは、デジタルオーディオインター
フェースを規定するIEC60958-3に、IEC62574に準拠した
MCA情報をメタデータとして付加できるようにするための改定案
を提案した。MPEGでは、22.2ch音響信号の伝送／符号化方
式の標準化を推進するために、3次元音響符号化の要求条件な
どの寄与を行い、「3D audio」をMPEGオーディオでの主要テー
マとした。
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■ SHV音響伝送・再生技術の研究
22.2ch音響を家庭で再生するために、多数のスピーカーユ

ニットからなるディスプレイ一体型のスピーカーアレーを使って、
画面上の任意の位置に音を定位させる方式を開発した。また、
スピーカーアレーを使って、音による包み込まれ感を再現する音
響信号処理方式を開発し、技研公開で展示した（図1）。この研
究の一部は、フォスター電機（株）と共同で進めた。また、画面
中央のチャンネルについては、シミュレーションと実測を行い、
音の波面が正確に形成できていることを確認した。さらに、周
波数特性劣化の原因となるスピーカーユニット間の位相干渉を
緩和する補正関数について検討を進めた。

22.2ch音響を簡易に聞くことのできる22chヘッドホンプロ
セッサーについては、水平面・正中面の方向定位に関する主観

評価実験を本人も含めた複数の異なる頭部伝達関数（HRTF）を
用いて行った。その結果、被験者本人のHRTFよりも高い前方
向の定位精度が得られるHRTFがあることなどが分かった（2）。こ
れらの知見を生かしてHRTFによる定位精度を検証するためのソ
フトウエアを開発した。

22.2ch音響信号を再生用信号と補助信号に分けて符号化伝
送する方式の検討を進めている。上記の2種類の信号を生成す
る信号変換に、AAC（Advanced Audio Coding）などの高能率
符号化方式を組み合わせた場合に、量子化雑音が聞こえること
がある。この問題を解決するために、量子化雑音を復号信号に
よって多項式近似する方式を開発した。また、ARIB規格に従っ
て、22.2ch信号をリアルタイムで符号化伝送する装置を開発し
た。

■ 超臨場感メーターの開発
音による臨場感や感動の要因について研究を進めている（3）。

2011年度は、再生スピーカー数などの音響条件が空間印象と
臨場感に与える影響を調べる評価実験を行った。さらに、その
結果に基づいて、感動の分類ごとの評価値を推定する感動メー
ターを試作した（図2）。試作した感動メーターは、超臨場感メー
ターの一部を成すものである。この研究は、（独）情報通信研究
機構の委託研究「革新的な三次元映像による超臨場感コミュニ
ケーション技術の研究開発」を受託して実施した。

〔参考文献〕
（1） 澤谷, 大出, 安藤, 濱崎: “空間的印象を保つ聴取範囲と再生スピー

カー数の関係,”  信学技報, EA2011-67 （2011）
（2） 中山, 松井, 濱崎: “22.2マルチチャンネルヘッドホンシステムにおけ

るHRTFの特徴量について,” 音講論（秋）, 1-Q-3 （2011）
（3） 大出, 安藤, 小澤: “空間的な印象による感動の促進度合いの推定,” 

音講論（秋）, 1-9-11 （2011）

ディスプレイ一体型スピーカーアレー

小型スピーカーユニット
（直径 : 2.5cm）

85インチスーパーハイビジョン液晶
ディスプレイ（7680×4320 画素）

 図1　ディスプレイ一体型スピーカーアレー

 図2　試作した感動メーターの表示例

1ch再生の分析結果 22.2ch再生の分析結果
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ロンドン五輪パブリックビューイングに向けた取り組み

2012年のスーパーハイビジョンによるロンドン五輪の
パブリックビューイング（PV）実施に向けて準備を進めた。
PVは2009年より英国BBC、オリンピック放送機構（OBS）
と共同でプロジェクトを発足させ検討を進めている。また、
国際伝送については通信事業者の協力を得ている。

2011年度は、関連部局とともに実施体制をしき、プロダ
クションからPVまでの全体システム設計（図1）や実施計画
の策定を行った。

■ パブリックビューイングシステム

ロンドンの五輪競技場で収録された映像と音響はBBC
スタジオの制作拠点で番組制作され、国際放送センター

（IBC）、英国3か所、米国1か所、日本3か所のPV会場に
配信される。PVシステムは、送受信装置、回線、上映用
映像音響装置で構成され、それらのシステム設計、機器開
発を行った。スタジオの送出信号を圧縮するAVC/H.264
ベースの符号化装置とその圧縮信号を伝送する送信および
受信装置を開発した。回線は、複数の学術IP回線を用い

た国際伝送系、商用回線を用いた国内伝送系からなり、IP
伝送部の開発を通信事業者と共同で行った。

PV会場における映像の表示には、ウォブリング方式のプ
ロジェクター、85インチフル解像度液晶ディスプレイ、145
インチフル解像度プラズマディスプレイを用いることとした。
音響装置は、操作を簡易化した大画面プロジェクター映像
用と薄型ディスプレイ映像用の22.2マルチチャンネル音響
再生システムを開発し、これを用いることとした。

■ 事前準備

PV用のシアター、上映システムを設計するために、英国、
米国、日本国内のそれぞれの会場について調査を行った。
また、本番で英国内会場の技術運用を担当するBBC担当
者のために、BBCのスタジオにおいて技術移転ための訓練
を行った。ロンドンから、各PV会場への伝送品質を確認す
るために、BBC、通信事業者と共同で複数回の伝送実験
を行った。

競技場

制作拠点

プロダクション 回線

編集
設備

非圧縮
伝送

圧縮
伝送

IBC
ディスプレイ

カメラ 音響装置

パブリックビューイング

PV会場：ワシントン
 （招待者限定）

プロジェクター

音響装置

プロジェクター

音響装置

受信装置

PV 会場：渋谷、秋葉原、大阪
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　図1　システム系統図
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1.2　立体テレビ

1.2.1　インテグラル立体テレビ
自然で見やすい立体テレビの実現を目指して、空間像再生型

の１つであるインテグラル立体方式の研究を進めている。インテ
グラル方式は、微小レンズで構成されたレンズアレーを撮影・表
示の双方に用いて立体像を再現する方式である。特別なメガネ
が不要で、見る位置に応じた自然な立体像が表示できる方式で
あるが、良好な画質を得るには多画素で高精細な映像システム、
および高い精度で配置されたレンズアレーが必要となる。

2010年度から、フル解像度スーパーハイビジョンの緑用の
素子に画素ずらし法を適用した撮像・表示系を用い、インテグ
ラル立体テレビを高画質化する技術について検討を進めている。
画素ずらし法では、水平、垂直の両方向に半画素間隔だけ位置
が異なる2つの緑信号を用いる。2011年度は、撮影時のレンズ
アレー配置の高精度化を図るとともに、2つの緑信号にレベル
補正を適用し、再生立体像の奥行き方向の解像度特性を向上さ
せた（1）（2）（図1）。

またインテグラル方式で、観察者が移動可能な視域の形
状を任意に設定できれば、より柔軟なディスプレイ設計が
可能となる。視 域は、要素画像（レンズアレーを介して撮
影される画像）の形状に依存する。レンズアレーを傾けて配
置し、個々のレンズに対応する要素画像の縦と横の比率を
変えることで、視域の形状を制御できることを確認した（3）。 

　これらの研究の一部は、（独）情報通信研究機構の委託研究
「多並列・像再生型立体テレビシステムの研究開発」（2006年
度から2010年度）の成果を適用して実施した。また、文部科学
省の委託研究「デジタル・ミュージアムの展開に向けた実証実
験システムの研究開発」を受託し、博物館所蔵品をインテグラル
方式で立体表示する手法を検討した。

〔参考文献〕
（1）	 J. Arai, M. Kawakita, T. Yamashita, H. Sasaki, M. Miura, H. 

Hiura, M. Okui, F. Okano, Y. Haino and M. Sato: “Integral 
Imaging System with 33 Mega-pixel Devices Using the Pixel-
offset Method,” Proceedings of SPIE, Vol.8167, pp.81670X1-
81670X9 （2011）

（2）	H. Hiura, J . Arai, T. Yamashita and M. Okui: “ Image 
Processing in an Integral Imaging Pickup System with Dual-
green Pixel-offset,” International Conference on 3D Systems 
and Applications, s1-5 （2011）

（3）	 三浦，洗井，三科，奥井，岡野: “インテグラルイメージング方式
における水平・垂直視域角の振り分け手法,” 映情学技報, Vol.35，
No.42，pp.19-22 （2011）

1.2.2　多視点映像からの立体コンテンツ生成
インテグラル立体方式における通常の撮影手法では撮影する

ことが困難な被写体の立体像を取得するために、複数のカメラ
で被写体を撮影し、その多視点映像からインテグラル立体像を
生成する技術を開発している。2011年度は、多視点ロボットカ
メラ、多視点映像からの3次元モデルの生成手法、3次元モデ
ルからインテグラル立体像への変換法について検討した。

2010年度に試作した多視点ロボットカメラを自由自在に操作

するために、バーチャルカメラ雲台を応用した操作インターフェー
スを開発した（1）（図1）。このインターフェースを用いて9台のカメ
ラからなる多視点ロボットカメラによる撮影実験を行い、カメラ
マン1人で、動き回る被写体をフォローしながら撮影できることを
確認した（図2）。また、多視点映像から被写体の周りをあたか
もカメラが移動するような映像を生成する技術を開発し、NHK
スペシャルの番組制作において、多視点ロボットカメラを体操

正面

左視点 右視点

上視点

下視点

　図1　奥行き方向の解像度を改善したインテグラル立体テレビの再生像の例
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選手の撮影に活用した。
約25m遠方の相撲を11台のハイビジョンカメラで撮影した多

視点映像から、その3次元モデルを生成する手法を開発した（2）。
生成手法には信頼度伝播法を用いた。3次元モデルをインテグ
ラル立体表示したところ、奥行き感のある相撲の立体像を確認
できた。

3次元モデルをインテグラル立体像に変換する手法では、斜
投影（平行光線を投影面に傾けて投影する投影法）を用いた手
法の高速化を図り、実時間でインテグラル立体像に変換するソ
フトウェアを開発した（3）。

これらの研究の一部は、（独）情報通信研究機構の委託研究

「革新的な三次元映像技術による超臨場感コミュニケーション
技術の研究開発」を受託して実施した。

〔参考文献〕
（1） 池谷，久富，片山，岩舘: “被写体の動きをパンフォロー可能な多

視点ロボットカメラシステム，” 映情学冬季大，9-3 （2011）
（2） K. Ikeya, K. Hisatomi, M. Katayama and Y. Iwadate: “Depth 

Estimation from Three Cameras Using Belief Propagation,” 
Proceedings of CVMP2011, pp.118-125 （2011）

（3） Y. Iwadate and M. Katayama: “Generating Integral Image from 
3D Object by Using Oblique Projection,” International Display 
Workshops, 3Dp-1 （2011）

1.3　次世代放送の伝送技術

1.3.1　衛星伝送技術

■ 21GHz帯放送衛星エンジニアリングモデル

宇宙環境での性能を確認するため、技術実証用21GHz帯衛
星中継器を試作し、熱真空試験を行った（図1）。送受信共用鏡
面修整アンテナの製造誤差および熱歪

ひず

みを合わせた鏡面誤差
は0.25mmRMS以下で十分な鏡面精度を達成した。フィルター、
増幅器など構成機器については周波数特性、耐電力性能を評

価した。260MHzの通過帯域幅において、10.9ns以下の群遅
延偏差が得られ、十分に低い群遅延特性を達成した。 

■ 21GHz帯降雨減衰補償技術の検討
衛星搭載アンテナとして61素子アレー給電イメージングリフ

レクターを使用し、30分毎にAMeDAS降水量分布を基に放射
パターンを制御して降雨減衰補償した場合のサービス時間率改
善をシミュレーションにより評価した。21GHz帯電波の降雨減
衰値は12GHz帯の降雨減衰測定値から換算した。東京でのサー
ビスの年間遮断時間は、全国均一利得の固定放射パターンを
用いた場合の55%に低減できた。また、試作した32素子アレー
給電イメージングリフレクターによるビーム形成実験を行い、所
望の地域に7dB増力した放射パターンが形成できることを確認
した。

■ 21GHz帯衛星放送用受信アンテナ
12GHz帯および21GHz帯衛星放送の共用受信アンテナ用給

電素子を設計した（1）。各周波数帯用4素子マイクロストリップア
レーアンテナを互いに45度ずらして配置し積層構造とすること
で12GHz帯、21GHz帯とも、従来の12GHz帯用市販パラボラ
アンテナの給電素子と同様の放射パターンが得られることをシ

　図１　操作インターフェース
 図2　多視点ロボットカメラによる撮影実験

　図1　21GHz帯放送衛星エンジニアリングモデル
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ミュレーションで確認した。また試作した21GHz帯用受信アン
テナの測定結果に基づいたアンテナの主偏波および交差偏波
の放射パターン導出式をITU-R WP4A会合に寄与し新勧告とし
て採用された。

■ 位相基準バースト信号対応広帯域変復調器
主信号187シンボルに対し2 〜 16シンボルの位相基準バース

ト信号を挿入可能な広帯域変復調器を試作し、超高速インター
ネット衛星「きずな」による伝送実験を行った。8PSKの同期限
界C/N（6.9dB）が、2シンボル以上の位相基準バースト信号挿
入により、−1.4dB以下に改善できることを確認した。また、符
号化率が低いほど、位相基準バースト信号長増加による所要
C/Nの改善が大きいことを確認した（2）（図2）。この研究の一部は、

（独）情報通信研究機構と共同で行った。

■ 符号化変調方式の検討
符号化変調方式の検討に着手した。隣接する2つの信号点の

組数を削減するように集合分割することで各信号点にシンボルを
割り当て、ARIB STD-B44で規定する低密度パリティーチェッ
ク（LDPC）符号を適用することで、32QAM（符号化率0.8）
の所要C/Nをグレイ符号とLDPC符号を組合せた方式に対し
0.86dB改善することをシミュレーションにより確認した（3）。

〔参考文献〕
（1）	 長坂, 中澤, 田中：“衛星放送受信アンテナ用12/21GHz帯共用給

電部の検討,” 映情学技報，Vol.36, No.6, BCT2012-29, pp.97-
100 (2012)

（2） 	鈴 木, 橋 本, 田 中, 木 村: “ ‘KIZUNA（WINDS）’ Satellite 
Transmission Test Using the Phase Reference Burst Signal 
Implemented and LDPC Coded Wideband Modem,” 信学技報, 
Vol.111, No.336, SAT2011-41, pp.13-18 （2011）

（3）	 鈴木, 橋本, 小島, 田中, 木村, 正源: “LDPC符号を用いた32QAM
符号化変調方式の性能改善に関する一検討,” 信学ソ大, B-5-21 

（2011）

1.3.2　地上伝送技術

■ 次世代地上大容量伝送

スーパーハイビジョン（SHV）のサービスが可能な次世代地上
放送向けの伝送技術の研究を進めている。

2011年度は、まず、ISDB-Tの信号形式を基本にキャリア
変調の多値数を最大で4096まで拡張したOFDM（Orthogonal 
Frequency Division Multiplexing）信号2系統を偏波MIMO 

（Multiple-Input Multiple-Output）伝送する既開発の伝送実験
装置に対して、誤り訂正符号を低密度パリティーチェック（LDPC）
符号とBCH符号の連接符号に変更する改修を行い、室内およ
び野外実験を実施してその改善効果を検証した（図1）。白色ガ
ウス雑音環境において、変調多値数を4096、内符号の符号化
率を3/4とした場合の所要C/Nは32.1dBで、伝送容量はPES
レートで78.9Mbpsである。技研公開では、この装置を使用し、
技研敷地内の芝地に約100mの間隔で設置した送受信所間で、
それぞれ約9Mbpsに圧縮した8つのハイビジョン番組を伝送す
る様子を展示した。

次に、1系統のTSを伝送路符号化後に2系統に分割し偏波
MIMO伝送する際、時間方向および周波数方向に加えて偏波間
でもインターリーブを行う多次元インターリーブを考案し、シミュ
レーションにより、その効果を検証した。その結果、水平、垂
直の偏波間に受信レベル差が6dB存在する場合、所要C/Nが

偏波間のインターリーブを行わない場合に比べて約1.7dB、円・
斜め偏波を使用する場合に比べて約0.8dB改善されることが分
かった（1）（図2）。

続いて、これまでSISO（Single-Input Single-Output）伝送を
前提に最適化されていたLDPC符号化後のビットインターリーブ
を、MIMO伝送用に最適化した。また、LDPC符号の復号にキャ
リアシンボル毎のC/N推定値を反映した近似対数尤度比を導入
することで、ビット誤り率（BER）特性の改善を図った。シミュレー
ションでその効果を検証した結果、水平偏波と垂直偏波で遅延
波の位相が180度異なるD/U=6dBのマルチパス環境において
約0.6dB所要C/Nが改善されることが分かった。

さらに、SFN（Single Frequency Network）環境などを想定
し、低D/Uマルチパス環境での伝送特性をシミュレーションに
よって検証した。その結果、各ビットの尤度計算に必要な雑音
分散をキャリアシンボル毎のC/N推定値から算出することで、
白色ガウス雑音環境に比べて所要C/Nは約4 〜 8dB劣化する
が、D/U=0dBの2波マルチパス環境でも内符号の符号化率が
3/4の1024QAM-OFDM波のMIMO伝送が可能であることを確
認した。

また、伝送容量の拡大、伝送耐性の向上を目的として、FFT
サイズの拡大（モード5、6の追加）、多次元インターリーブの適
用、ビットインターリーブの最適化に関する実験装置の改修を
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　図2　位相基準バースト信号長P 対 所要C/N特性
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進めるとともに、UHF帯の２つのチャンネルを使用して圧縮さ
れたSHVコンテンツの伝送実験を行うためのバルク伝送実験装
置の試作も進めた。

■ 新ワイヤレス伝送技術
重複基底を用いたマルチキャリア変調方式の研究を進めてい

る。2011年度は動特性の改善を目的として、チャンネル等化器

に関する解析を行い、数値計算で導出した構成の妥当性を確認
するとともに、パイロット信号の配置の検討を行った。さらに判
定指向モード（2）を適用する際の軽減困難誤りを克服する手法を
検討し、動特性の改善が得られることをシミュレーションの結
果により確認した（図3）。また、提案方式の実現可能性を示す
ため、固定小数点演算で実現する際の語長および桁取りの最
適化を行い、試作装置の開発を進めている。

■ 移動体向け伝送技術
次世代の地上デジタル放送としてモバイル端末向けに、高品

質な映像サービスを提供できる伝送方式の研究を進めている。
劣悪な受信環境でも安定に受信するための伝送方式の要素技
術の1つとして、ISDB-Tをベースとした複数の送受信アンテナを
用いるMIMO-OFDMの検討を行っている。

2011年度は，送信アンテナ2本、受信アンテナ1本のMISO 
（Multiple-Input Single-Output）と送受信アンテナが共に2本
のMIMOの移動受信環境における受信特性をシミュレーション
により検討し、ターボ符号を使用したMIMOの場合、所要C/N
が7dBで移動受信環境でも受信できることを確認した（3）。なお、
誤り訂正符号としてLDPC符号を使用した場合の特性に関して
も検討を進めた。

また、伝送容量のさらなる拡大を目的に、同じ周波数（チャ
ンネル）で違う偏波を利用するMIMO伝送方式の一検討として、
2010年度試作した直交偏波共用受信アンテナを用いて野外移
動受信電波伝搬実験を行った。水平偏波のみ（もしくは、垂直
偏波のみ）を送信した場合の水平偏波受信アンテナと、垂直偏
波受信アンテナの受信レベルを測定し、移動受信環境における
交差偏波識別度などについて検討した。
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図2　偏波間インターリーブの効果
	 （1024QAM，符号化率3/4，LDPC符号復号後）
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　図3　マルチパスの変動に対する誤り率特性
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〔参考文献〕
（1） 朝倉, 蔀, 田口, 村山, 渋谷： “次世代地上放送に向けた伝送技術

-多次元インターリーブの一検討-,”  映情学技報, Vol.36, No.6, 
BCT2012-25, pp.53-58 （2012）

（2） 竹内, 濱住: “重複擬似完全再構成トランスマルチプレクサの判定指

向型チャネル等化,” 映情学冬季大, 4-5 （2011）
（3） 成清, 岡野, 高田: “直交化スキャッタードパイロットを用いたMIMO-

OFDM伝送方式に関する基礎検討 -計算機シミュレーションによ
る移動受信特性-,” 映情学技報, Vol.35, No.41, BCT2011-77, 
pp.49-52 （2011）

1.3.3　有線伝送技術

■ 非圧縮スーパーハイビジョンの光伝送

放送局間伝送や中継先から放送局への番組素材の伝送にお
いて、映像の圧縮による遅延や画質劣化が生じない利点を持つ
非圧縮スーパーハイビジョン（SHV）信号の高速光伝送システム
の研究を進めている。

光ファイバーによる長距離伝送では、伝送信号の高速化に伴
い、雑音や歪

ひず
みによる信号品質の劣化の影響を受けやすくなる。

そこで、従来の2値強度変調方式の伝送装置と比較して、雑音
や歪みの影響を受けにくい差動4相位相変調方式のSHV伝送
装置を試作し、室内実験で約200kmの無中継伝送に成功した。

また、将来の放送局内SHV伝送を想定した超高速光ネット
ワークの研究を進めている。フル解像度SHV信号（72Gbps）
2チャンネルを光LAN形式の40Gbps信号4本に変換する装置
を試作した（1）。さらに、40Gbps信号4本を光時分割多重して、
160Gbpsの伝送レートで送受信する実験を、（独）産業技術総
合研究所、技術研究組合光電子融合基盤技術研究所と共同で
行った（図1）。

この研究の一部は、（独）新エネルギー・産業技術総合開発
機構の委託事業「次世代高効率ネットワークデバイス技術開発」
を受託して実施した。

■可変長パケットのケーブルテレビ伝送方式

ケーブルテレビでの新たなデジタル放送サービスを目指して、
SHVの家庭への配信に加えて、通信や蓄積型放送サービスを実
現するために、IPパケットなどの可変長パケットをケーブルテレ
ビで伝送する方式を開発した。

ケーブルテレビのデジタル放送では、複数のMPEG-2 TS
を 多 重 フ レ ー ム（TSMF: Transport Streams Multiplexing 
Frames）を用いて伝送している。IPパケットを効率よく収容でき
る可変長のTLV（Type-Length-Value）パケット方式を採用し、
TLVパケットをMPEG-2 TSパケットと同じサイズに分割して
TSMFに多重化する方式を考案した。さらに、この方式の装置
を試作し、実験により動作を確認した（2） 。実用化されているケー
ブルテレビ伝送方式を拡張して、SHVなどの大容量のMPEG-2 
TS信号を複数の搬送波（256QAM）に分割して伝送するのと同
時に、この方式により、可変長TLVパケットを効率よくTSMF
に多重して伝送することが可能になった。

〔参考文献〕
（1）	中戸川, 小山田, 尾中, 並木, 浅見: “フル解像度スーパーハイビジョ

ン信号の超高速光LAN-SAN収容技術の基礎実験,” 信学技報, 
IA2010-80, Vol.110, No.417, pp.51-54 （2011）

（2）	袴田, 倉掛, 中村, 小山田, 日下部: “ケーブルテレビにおける可変長
パケットの伝送方式,” 信学ソ大, B-8-34 （2011）

 図1　72Gbpsフル解像度SHVの光LAN伝送実験
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